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固定資本財と耐久期間
CD

細 田 衛 士

はしがき

モデル

定常状態と競争均衡 

耐久期間と固定資本財の価格 

むすび

1 は し が き

(2 )

画定資本財の経済的使用年限，すなわち耐久期間をめぐる議論は， 後々な方向で行なわれてき 

た。 ヴィクセルを初めとして， アロー， ヌッティ等によっても論じられたが，近年そのような方向 

のひとつとして， ス ラ ッ フ ア 〔7 〕のフレームワークを拡張させる試みがなされてきた。 この方法 

の特徴は，分析がすべてフローのレベルで行なわれる， ということである。

すなわち， このモデルでは，期首に他の生産要素とともに生産過程に投じられた固定資本財のう 

ち，期末に残されたものは， 1年経たその生産過程の結合生産物の一部として扱われるのである。 

この点について， ス ラ ッ フ ア は，次のように述 ぺ て い る 。

「たとえば，編物機械は，年初においてそれとともに用いられる編糸，燃料などと並んで生産 

手段に入る。 そして年末になって， その過程から出てくる， 部分的に消耗して古くなった機械 

は，その年の靴下の産出高に対する結合生産物とみなされるであろう。_1(Sraffa〔 7〕P. 63邦 訳 P 

105)

このような扱いによって，，固定資本財は， 1年で生産過程において使い尽されてしまう流動資本 

財の場合と同様， フローとして分析されるわけである。

さて， このように，固定資本財をフローとして扱うこの‘モデルでは，次のような特徴が生じる。 

すなわち， 異なった年数を経た同一の固定資本財が， rその経過年数の数だけの異なった生産物と

注 （1) 本稿作成にあたり，言田重夫教授ならびにレフェリーより责重なコメントを頂いた。ここに.心よりの謝意をまする 

ものである。

( 2 ) ここで言う耐久期間とは，勿論物理的耐久期間とは異なる，経済的な意味での耐久期間のことである。前者は，一定 

期間を経た後固定資本財が消減ないし使用不能となるような期間であり，技術的に決まっているのに対し後者は，必 

ずしも物理的に消滅するような期間ではなく，経済内変数として決まるのである。
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して扱われ，各々がそれ自身の価格をもつJ (Sraffa〔7〕p. 63邦 訳 p. 106 )ということである。た 

とえぱ, 前出のスラッファの例で言えぱ，年初において生産過程に投じられる新品の編物機械と，

1年経過して部分的に消耗した編物機械とは，異なった財としてみなされ，一般にそれらは，異な 

った価格をもつことになるわけである。 したがって，流動資本財のみしか含まない体系と比較した 

場合， 固定資本財を含む伴系は，かなり複雑になるといって良いであろう。

このような複雑化をあえて行なう理由は， 単に， モデルを一般化したり， 或 い は 機 械 （固定資本 

財）の減価償却に関する恣意的な仮定を揉除したりすることのみにあるのではない。 むしろそれよ 

りも， 一般に財の生産価格が， 固定資本財の耐久期間の決まり方と大きな関係をもち， この意味 

で，画定資本財を含む体系では，流動資本のみを含む体系には見られない特性が見い出されるとい 

うこと， このことにその理由があるのである。すなわち，固定資本財の存在は，生産値格決定とい 

う広いわく組みの中で， 重要な要素となるのである。 まさに， このことを解明できるということ 

に，スラッフアのフレームワークを用いることの意味が見出せるのである。

以下，具体的に， スラップァの方法を基礎として，固定資本財の耐久期間及び生産価格に関する 

分析を進めてゆくのであるが，その中心的な問題点は，利潤率が与えられたときに， どのような原 

理にしたがって耐久期間が決定されるかを明ら力、にすることである。 このような方向をとる論文と 

しては，Baldone〔1〕，Schefold〔5 〕，〔6 〕，V a rr i〔8 〕务が代表的なものとして挙げられる。 

本稿においては，主に，Baldoneのモデルを踏襲してゆくことにしよう。 基本的には， このモデル 

を用いながら，一方で上記の3 人に共通する分析上の若干の問題点を，競争均衡における定常状態 

の仮定の下に後正し，更に，固定資本財を含む体系に独自に現われる競争均衡の重要な性質を述べ 

ることが， この論文の主要な目的である。その目的のために，次のような手順を踏むことにする。

まず，次の第2 節において， この分析が基づくところの仮定について若千の吟味を行ない， これ 

らの仮定にしたがって基本的なモデルの構築を行なう。それとともに，固定資本財の価格及び要素 

価格曲線を導くための式の変形が行なわれを。第 3 節においては，定常状態及びその諸性質につい 

て叙述が加えられる。第 4 節では，主要な命題が証明される。そして，最後の節では，本稿で重要 

な位置を占める非基礎財の経済的意味合、に つ 、てふれつつ，以上の分析の持つ意義について明ら 

かにしてゆくであろう。

2 モ デ ル

本節では，分析に必要な諸仮定を明らかにし，それらの仮定に基づくところの基本的なモデルを 

展開することにする。

まず， 体系に はW—1 種類の非耐久財と新品の固定資本財が存在し， 第 ；I一 1 財を除くあらゆる
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財は，非耐久財，すなわち生産過程に投入せられても1年で消耗し尽されてしまうような財とする。

第 " 一1 財が耐久財，すなわち1年では消耗し尽されない固定資本財であり，その物理的耐用年数

は r 年であるとしよう。更に，この固定資本財は，第；Z財の生産過程にのみ投入され，他のいか

なる財の生産にも用いられないものとする。つまり，体系には，新品の固定資本財は1種類しか存

在せず，しかもこの新品の固定資本財は，ただひとつの非耐久財の生産過程のみにしか投入されな

い，とするのである。これらの仮定は，ただ単純化のためにのみなされる仮定であって，これらの

仮定を緩めても，以下述べられるま論の本質は，いささかも損じられることはない。また，利潤率

ならびに賃金率は，競争によって均等であるとする。ここで，ひとつ注意しておかねぱならないこ
ぐ3)

とは，スラッファの体系は，閉じられた体系ではないということである。すなわち， この体系で 

は，内生的に，賃金率，利潤の双方をきめることはできないのである0 スラッファ体系を完結した 

体系にするために，いくつかの試み（たとえぱPasinetti〔3〕）がなされている力’s 必ずしも成功し 

ているとは言えない。したがって，ここでも，体系を，閉じられないままにしておくことにする。 

そして，利潤率が与えられたとき，それに応じて耐久期間がどのように定まるか，また，利潤率の 

変化に応じて，耐久期間も影響を受けるのかどうかを調べるために，ここでは，利潤率が外生的に 

与えられているものとしよう。

以上のことを前提として，まず固定資本財を用いないで生産が行なわれる産業については，次の 

ような生産費用方程式が成り立っ。

( l + r)(flll/>l + fl2l/>2 + ...... + Clnlptd -\-tvli =  bipi

(1 + r) (,a\2pl + 022p2 + ...... + Oniptd + wh — b2p2
(1)

(l+r)0zin-l/>l + fl2n-lか + ...... + fln, n-\pn) =

ここで，y は利潤率，M；は賃金率であり，pi 0  =  1 , 2 , . ，》) は，第 / 財の価格を表わす。ま 

た， Otj 0 = 1 , 2 , ……，n ；; = 1 , 2 , ……, « - 1 ) は，第；生産物も単位を生産するのに必要な第 

*財の投入量， h  0 = 1 , 2 , ……, 《—1 ) は，第J 財をら単位生産するのに必要な労働の投入量で 

ある。第 " 一1財が固定資本財であり，これは，第 " 財の生産のみに用いられるという仮定から，

fln-l, i  (；= 1 , 2, ...... , « _ 1 ) はゼロである。

次に，固定資本財が用いられて生産が行なわれる第び財の生産過程の定式化に移る。この過程で 

は，物理的耐用年数r 年の固定資本財が，第 1年目には単位投入され，この年の期末に， 

M 単位の第" 財と， 1期古くなった固定資本財M l 単位が生み出される。この期の期初に，新品 

の固定資本財とともに生産過程に投じられた生産要素及び労働量は，それぞれびし0= 1 ,2,……，

注 （3) Sraffa [7] p. 33 (邦訳 p. 57)。
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n, i ^ n - V , 及 び で あ る 。次期には， こ の 1期古くなった固定資本財M l 単位と， 流動資本 

財 0 = 1 ,2 ,…… 単 位 と 労 働 n 単位とを投じて， 次期の期末には， 2 期古くな 

っ た 固 定 資 本 財 単 位 と ，第 《財 単 位 と を 産 出 す 1)0 .但 し 同 一 の プ ロ セ ス で ，新 旧 2 種類 

以上の固定資本財は用いられない，す な わ ち aL-i,n = 0  0 = 1 ,2 ,……，T ) と仮定する。順次， 

このように固定資本財がT 年 （T さア） まで用いられるとすると， 図式的には，

C ^l nf CL% nj ........ , dn — 2 ̂  ny Cln —1 j a ln ,  /S )- > (M , M O

Cell nj な Sn, ...... , fin-2, n, 0 aL , n , ルn ~ < b レ、M2)
(2)

……， 0 , aL , ll, MT)~»ひ3：, M ^ )

と表わされる。 ここで我々は， この産業について， 明示的に次のような仮定をする。

A 1 固定資本財の物理的耐用年数以内の任意の時点で， この固定資本財を無料で廃棄できる。 

A 2 毎期毎期同じ規模の生産が繰り返され， したがって毎期毎期同量の新品の固定資本財が投 

入され， 同 量 の （同年の）の固定資本財が廃棄されてゆく。

こ の A 1 の仮定のもとでは，廃棄される固定資本財の価格は， ゼロと置かれる。 また， A 2 の仮 

定のもとで，（2)の図式は， 継 起 的 に T + 1 年にわたって見られるとともに， 毎年同時的に見るこ 

とができるわけである。

さて, 以上のような想定のもとに， この生産過程の方程式は，次のように表わされる。 

0.+r)ia\npi + ......か0+M；/ミ

(l+r)(fli„/)i + ......+alnpn+M^p!k)+wln=b\pn+M*p^
(3)

'+alnpn-\-M'^fO+wH =  blpn

T ) は，《期経た固定資本財の価格を表わす。A 1 のもとに， が;+1=0

(X+r)ialnpi-\

ここで， 0=1, 2,

とおかれている。

こうして，上記のU)及び(3)を以って，当面我々の扱いたい経済についてのモデルの記述ができたわ 

けである力も更にこのようにして表わされた経済全体について，次の3つの仮定をおくことにしよう。 

A 3 (viability)任 意 の T ( ァ= 0 , 1’ 2 , ...... , ァ） について

(4)

S  a i j+ '^O in ^ b i 0'==1,2’ ......，w—1)
J=1 t=o

が成り立つ。但し，（4)に含まれる》個の不等式のうち，少なくとも1 つは，厳密に不等式 

が成り立つ。
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この仮定A 3 は， 第 " 産 業 で r 以内のどんな耐久期間がとられても， 常に経済全体が運行可能 

であることを意味している。
%
( 4 )

A 4 体系には，少なくとも1 つ基礎財が存在する。

この仮定によって，体系が完全に独立した2 つの部分に分割されるような状態を排除することに 

なるわけである。

最後に次のことを仮定する。

A 5 体系では規模に関して収積不変が支配する。

以上に論述したような体系においては，ある利潤率の範囲では，古い固定資本財以外のあらゆる 

財の価格が非負になることが保証されていろが， このことは，既知の享実として論述を進めること 

にしよう。

ところで，次節以降の分析の便宜のために，（1)及び(3)の式を少しく言き改めておこう。 まず, (1) 

については，以下のようにべクトル並びに行列を定めることによって変形を行なう。

an

dzi a p  •

びft-ll 1 On-t^

,ai,

•(12,

び 、びail, び

L  — Qu h>

p  =  ip u  p2,

とおくと，（1)は 

(1 ) '(1  + /*) iPA  +/>nan) + wL =  PB

と表わされる。次に，（3)については，

(In ~  C^l n> Hi n, ........ , (In -1 , n)

と定めると

( 6 )

a = 0 ,1 ,2 , T)

注 〔4 ) 基礎財の定義については，Sraffa〔7〕p. 7-8 (邦訳p. 11.-12)を参照。

( 5 ) この完成財価格の非負性は，耐久期間の決まり方には依存しない。Baldone〔1〕，Schefold〔5〕〔6〕参照。

(6 )  をある行ぺクトルとすると， は，それを転置したものを表わすとする。すなわちメはこのとき列ぺクトルとなる。
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(1+r) (.Pal + pnal»)+w ll=pnK  +

(1 +r) iPa\ +pnaln+ piM ^')+ wl\ =pnbl + pmM^

(1+r) iP a l + pnttln + pmM'^')-¥wll =pnbl 

のように(3)は書き改められる。ここで我々は, (3) あるいは(3) 'より，古い固定資本財の価格を消去 

することができる。（3) 'の第1式の両辺にっ^ を，第 2式 の 両 辺 に を ，という様に，

(3) 'の第《番目の式の両辺に(1ム )【を乗じて，ア+ 1 個の式の辺々を相加え合わせると，

(5) ( 1+r) { P E  +pn S  cTi-a» » }

(1+レ‘+1'レ か  S  (i+Jo'+i

を得る。ここで

d:n ニ 2 Q+め‘+1

じ (i+Jo'+iな

らレS  (l+O'+ibシ 

とおくと，（5)は ， -

(5)' (.l+r^CPdn+pndnn)+win=pnSn

となる。こうして， （5) 'の式にあらわれる価格は， 古い固定資本財の価格を含まないようになった 

わけである。

そこで更に， .

~ ,A On \ _ fB ‘ 0 、
A = {  ) B = { )

aln^ \Q ちて/

L = U ,  /T) p  ニ CP’ Pn')

とおくと，（1),(3)はともに

(6) <il-Vr)PA+wL=PB

という形でまわさ-れる。（6)を Pasinetti〔4 〕にならって，統合された体茶(integrated system) 

呼ぼう。（6)の体系にお1 

先に述べた通りである，

C7)
呼ぼう。（6)の体系において，ある範囲の利潤率の下では，P > 0が保証されていることについては,

注 （7 ) あるぺクトルP の各要素がゼロのときi"- 0 ,非負のときP^O, P ^O 力、つ P ¥ 0のときP ^O と記す。行列の場 

合も同様である。
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さて'，いま少し，要素価格曲線ならびに古い固定資本財の価格を導くために必要な式の変形を行 

なうことにしよう。（5)を得たのと同様な方法で，（3)'の第/ 番目ひ= 1 ; 2 , ……，r ) の式の雨辺に 

をかけて, (3)'の一番最後の式を除く，：r 個の式の辺々を相加え合わせると次の式を得る。

a+̂ ){pi](1+めt+i +pn s (1+んt+i a k (1+ダ)t+1 a

二 べ !^  (l+ Jo【+i bk + M ^P l

C8)
これは，前に用いた記号法によって， ，

(1 + r) {Pdn~^+pn&nn^] + Wln~̂  =pnbn~^ + (】 めr M'^pm 

と表わされる。同様に，次は，最後の2つの式を除く r —i 個の式の辺々を加え合わせる，という 

手順を繰り返し行なうと

‘ 1
(1+ 0 CPdn~^+Pndnn^')+win~^=pnbn~^+

( 7 ) (1+r) iPdl~^+pnalZ^')+wll~^=Pnbn~^+  q + レ - トiが-^

(1+r) iPdn+pnaln') +W ll=pnhl H pi.

という式を得る。一方(1)'は，

(8) P = { 0 .  + r)pnan+wL} \.B — (X+r)A\~^

と変形される力;，この(8)を(7)に代入して整理すると次式を得る。

w {0 .+ r')L iB- il-\ -r')A y^a l-^+ il-^}

= P n {b r^- a- \ rr ')d W - (.l+ ry an iB - (.\ + r：)A\-^dl-^}

(9) ' + r、+..、r_Mン;

tw a + r )丄[5 —（l+r)A]-iだ-2+な-2}

=pn {bl~^—(X+r')dln^—(^.+ryan\.B — ( .̂+r)A'\~^al~^]

~~(l+^v、r-i ip : 1

w {(i\ + r)L lB- il+ r)Ay^al+ h}  

— pn {るミー（1+^0る — （l+r)2fln[_B — （l+r)A]-lだ} + ダ M^p.m

さて，ここで，Baldone〔1〕にならって，

注 （8 ) 本稿P .115参照。
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Z) * =  a + r ) L  [5  - (1  + r ' ) A } - ^ d i .  + h  

N ^ = b i ~ 0 . + r ) a i n - i l + r Y a n  I B  - (1  + r) A] ポ

a = o , 1 , ……，：T一 1 )

とおくと，（9)は 

城 wDt ニ i)„Nt+Mt+ip レ1 (1+レ +1 

C t= 0 ,1 , ...... , T"—1)

となる。但 し 00)の右辺には，わn が含まれていることに注意しておこう。
( 9 )

また，単に数学的な議論のゆえにここでは説明を省く力て，A 3のもとでは， [B—（1+；0>1]-*>0
(10)

であるから， Z ) t > 0 となる。 また新しい固定資本財並びに非耐久財の価格が非負となるような利 

潤率の範囲においては，N t ミ0 となることにも注意しておこう。

3 定常状態と競争均衡

我々は，利 潤 率 r が外生的に決まっていると想定しているから， （1)と(3)(或いは(3)0で表わされ

る体系において， もし何らかの理由から：T が決まっているならぱ， W, pi ( f = l , 2 , ……，《),

Pぬ = h  2 , ……， T ) の相対i t 率は決定される。 すなわち， （》_ l )  + ：T + l= « + ：r 個の方程式

に対して，未知数の数は， i+ « + : r 個でセるから， どれか1 つの財をニュメレールとして， その

価格を単位にとれば，相対価格と賃金率は決まるのである。それでは， どのような理由からT が

決まっていると考えられるのであろう力、。以下では，賃金率を単位とすることにして議論を進めよ 
ひ2)
う。つまり， w = i とおくのである。

(13)

ここで，我々は，定-常状態並びに競争均衡の概念を明確化する。定常状態については，既 に A2

の仮定の置いた時に，暗黙のうちに想定していたものである。すなわち，我々は，選ばれた耐久期

間のもとに，常にあらゆろ産業で同じ生産規模， 同じ要素投入が繰りかえされると想定するのであ
(14)

る。 ロビンソン〔10〕の言うように，「そこでは， 慣習が支配し， 生産と分配のサイクルが年ごと 

に， また，世代ごとにくり返されるであろう。人口にも変化なく，技術革新もおきず，言の集中も 

おきないような世界である。」 したがって，選ばれた技術に変化の余地はあり得ない。 つまり， そ

注 （9 ) たとえぱ，Baldone〔1〕corollary1 を参照せよ。

( 1 0 )ここでは，労働が不可欠の投入物であることが，暗黙のうちに仮定されている。

( 1 1 )たとえぱ，Baldone〔1〕の注15を参照せよ。

( 1 2 )但し以下においても. 必要があれニュメレールのとり方を変えることがある。

( 1 3 )競争均衡及びその諸性質について，’貴重なコメントを神谷傳造教授より頂いた。また，本稿を'以下のような形にまと 

めることができたのも，教授に負うところが大きい。この場をかりて，謝意を表するものである。

( 1 4 )定常状態の下では， ろn-i=A/iニM2=……=AfTであることに注意。
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こでは，決 ま っ た 耐 久 期 間 つ い て は ，変化の生じる可能性はないのである。

さて， 次に競争均衡の概念について次に述べよう。 L、ま， 鏡争均南のもとで選ばれている技術 

けなわちこの場合は耐久期間）を a 技術と呼び， それ以外の任意の技術を々技術と呼ぼう。 利潤率 

が各部門で均等で， しかも与えられている場合， それぞれの技術の体系にはそれぞれの価格体系が 

対応する。 さて， 《技術は競争均衡のもとで選ばれている技術であるから， 技術の体系を， 技 

術の体系に対応する価格で評価してもir技術の体系と較べて， 超過利潤をもつことはないであろ 

う。たとえば，競争均衡のもとで選ぱれている耐久期間を：T とし，でC ^T ) なる耐久期間を考え 

よう。 各部門で利潤率が均等で， しかもそれが与えられた場合，耐久期間r の体系には，新しい固 

定資本財並びに非耐久財の価格P = (P , p j が 対 応 し ま た ，古い固定資本財の価格（か!M ……， 

が;）が対応するとする。 また， いまと同じ均等な利潤率のもとで， 耐 久 期 間 r での体系には， P, 

=  p 'n ) と <Xp iO ',……， （がO ' ) が対応するとする。上に述べたことから，耐 久 崩 間 r に対 

応する体系を後者の価格で評価すれば，等号で費用方程式が成立するが，前者の価格で評価した場 

合，右向きの不等号で成立する。つまり，統合された体系で考えると，

(U) a+ r')PA '+ L^^PB '

が成立しなければならない。A 3 と，本稿の注(5)に留意しつつ(U)を変形すると，

ぬ P ^ L 'L B - ( .l+ r：)A l-^

となる。0^の右辺は，P 'ニa^,, p 'n ) に等しい。 したがって，競争均衡の性質として025の意味する 

ところは，次のようになる。

N 1 利潤率が各部門で均等で， しかもそれが与えられた場合，新固定資本財並びに非耐久財の 

うちどれについても，競争均衡において選ばれた耐久期間の体系に対応する価格は，賞金 

単位ではかって，他のどんな耐久期間の体系に対応する価格より大きくない。

すなわち，競争均衡の性質として，新固定資本財並びに非耐久財の価格については，固定資本財
(15)

を含む体系においても，流動資本財のみを含む体系と同のことが言えるのである。但し， 古い固 

定資本財の価格については，N 1 ではふれられていないことに注意しよう。

このようにして，競争均衡の性質として， N 1 という重要な性質が導かれた。以下では，他に重 

要な諸性質と考えられろものを2 つ挙げ， それらの性質を吟味し， 次節で， そ の 2 つの性質が，

N 1 から導かれることを厳密に論証することにしよう。 これらの性質は， 耐久期間の決定につい 

て，重要な意味をもってくるのである。

まず，固定資本財にかかる費用について考察する。 スラッファ 〔7 〕が言うように， 「2 つの連

注 〔15) K uhn〔2〕参照。
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続的な経過年数における資産価値の差は， その年の減価分としてなされるべき控除額を与える丄 

つまり， よ一AT+1カシ1 は , - 年目の固定資本財を投入したときの減価償却費用を表わしてい 

る。 これに，年初の資産値値に対する一般率の利潤，す な わ ち M 'かレを加えたものを，その年の 

固定資本財の年費用と呼ぼう。

Cよ= —A T よ+り+AT かみ 

とおけば

T r*t

d  (l+r3t+i

は，固 定 資 本 財 を T 年まで用いた場合の，年費用の現在to値の紘和を表わす。競争均衡のもとで 

は， この総和が最小になるように耐久期間が決まっていなけれぱならないだろう。すなわち，競争 

均衡のもとでは，

N 2 利潤率が各部門で均等で，与えられたとき，選ばれた耐久期間に対応する固定資本財の年 

費用の現在価値の総和は，他のいかなる耐久期間に対応する固定資本財の年費用の現在価 

値の総和より大きくない。 .

という性質が満たされねばならないと，推論できるであろう。 のちに，実 際 N 2 が導かれることが 

厳密に論証されるが，その前に, いまひとつの性質を考えよう。いままでは，賃金率を単位として価 

格をはかってきたが，ここでは任意の完成財の価格を単位として考える。勿論この場合,賃金率もそ 

の価値尺度財ではかられていることになる。一般に，利潤率が与えられている場合, 技 術 の 選 択 （こ 

の場合耐久期間の決まり方）は，賃金率の大きさに影響を与える。 したがって，競争均衡の下では

N 3 利潤率が各部門で均等で，与えられたとき，選ばれた耐久期間に対応する賃金率は，任意 

の財ではかって，他のいかなる耐久期間に対応する賃金率より小さくならない。

と想定することができるであろう。ひとつの技術を定めたとき，利潤率が変化すれば，それにつれて 

賃金率も変化する。 この2 つの変数間の関係を図示したものを, 要素価格曲線と呼ぶとすれぱ,選び 

うる技術の数だけ曲線が得られることになろう。 この曲線群の形成する量も外側の包絡線を，慣例 

通り要素価格フロンティアと哦ぶことにしよう。すると，N 3 は，競争均衡のもとで選ばれている耐 

久期間に対応する要素価格曲線は，このフロンティアを形成している，ということを意味している。

以上，競争均衡に関する3 つの性質について論述したが，単にこの節では， 3 つの性質をならべ 

上げたにすぎず， それらが無矛盾であることを論証してはいない。それを厳密に行なうのが，次節 

の仕事である。

注 （16) Sraffa〔 7〕p. 66 (邦訳 p. 110)。
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前節では，競争均衡の基本性質と思われるものを列挙したが， 本節では，その諸性質が相互に矛 

盾のないものであるという事実を示すことを中心に爱論を進めることにしよう。そして，最後に， 

競争均衡のもう1 つの重要な性質を導くことにしよう。

なお，以下では，固定資本財をもって生産されるところの財が基礎財か非基礎財かにわけて考え 

ることにする。 なぜなら，固定資本財をもって生産されるところの財が基礎財力、否かによって，若 

干の相違が生じるからである。但 し 第 " 財を除くすべての非耐久財は，基礎財であるとしよう。 

それらの財が基礎財か否かによる相違は，当面重要な相違にはならないからである。 また，固定資 

本財をもって生産されるところの財が非基礎財の場合，統合された体系の技術係数行列 i は， 分 

解可能となることに注意しておこう。

4 - 1 固定資本財をもって生産される財が基礎財である場合

基礎財とは，簡単に言えば，直接，間接にあらゆる財の生産過程に投入される財のことを言う。

この場合，「間接に」 とは， 直接その財が生産過程に投入されなくても， その財を用いて生産され

た財が生産過程に入ることを意味する。 もし， 固定資本財をもって生産される財が基礎財であるな

らぱ， こ の 第 》産業の生産条件は，あらゆる財の価格と賃金率の決定に対して， 枢要な役割を果
(17)
す。 このため，固定資本財の耐久期間の決まり方は，固定資本財を用いないで生産が行なわれる財 

の価格及び賃金率に影響を与えることになるであろう。 このことが， 耐久期間の決まり方につい 

て，重要なかかわりをもつことになるのである。

我々は，前節で，競争均衡の性質について3 つのものを考察したが， それらについて，以下の重 

要な命題が成りたつ。

命 題 1 固定資本財をもって生産される財が基礎財であるならぱ， N 1 は N2, N 3 と同等であ 

る。

証 明 まず， N 1 と N 2 とが同等であろことから示そう。競争均衡のもとで決まっている耐久期 

間 を T とし，物理的耐久期間以内の任意の耐久期間をて とする。 また耐久期間がT 年である 

場合の固定資本財の年費用の現在価値の総和をC r で表わすと，

「三田学会雑誌」76卷1号（1983年5月）

注ひ7) Sraffa〔7〕p. 8 (邦訳 p .11)参照。
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ほ (1+r)け》

となる。定義より

a = a + r ) M 'か^一ルT+1か1+1 0 = 0 , 1 , … …，で）

であるから，これより得られる

T T + r)i= ~ a '+ /•ア +1か^+1 

を(13に代入すると

Cx =  M '^pm=an-l, n * pn-\ Q  =  0 , 1 , ...... , で）

となる。T に対応する価格を/>* 0  =  1 , ...... , « ) とおくと，Cr =  fln-1,n •が-1 だから，

Cr^ Cr \-— / pn-l^pn-l 
が成立する。こ こ で 0 = 1 , ……，n - 1) Iを第i 要素が1 , その他が0 の列べクトルとする 

と，（8)より

pn-l=Pen-l= {(l+r)^nfln+L} [5 —(l + r)i4~*]en-l

となる。 したがって，

(8)' pt-i—pn.-i=0.+r^(.pt—pn^anl.B — (.l+r')A~^len-i^O
(18)

となる。第 " 財が基礎財であるという仮定から^^»[5—（1+ド)ぷ - 1 > 0 ,であるから，

pt-1-^pn-l ^  p l^ p n

となる。再び(8)より，/ = 1 , ……，《_ 2 について

(8)" P*i-P i =  (1+ r)(.p*n-pn')an[B-(1 + r ) ^ ] さ0 

である。したがって結局

C r ^ C r ^  P * ^ P

が得られる。次に，. N 1 < = ^ N 3を示そう。労働を価値尺度財とし，M； ニ1 とおいた体系では， 

G ニ1 , ……，めは，第 :•財ではかった賃金率を意味することに注意しよう。このとき）（8)'
pi
と(8 )"よ り .

(任意の , 'について）

である。これは，競争均衡のもとで選ばれた耐久期間の体系に対応する賞金率は，ざ意の新固定 

資本財および非耐久財ではかって，他のいかなる耐久期間に对応する賃金率よりも小さくないこ 

とを示している。よって，N 1 < ^ N 3 て、ある。 （証明終）

注 （18) Baldone〔1〕，p .105~106 参照。

(19) Baldone〔1〕を参照。

121



「三田学会雑誌J 76卷 1号 （1983年5月）

この命題により，固定資本財を用いて生産される財が基礎財である場合には，前節で挙げた鏡争 

均衡の諸性質も，結局は， 同じことになるということが示されたわけである。 しかしながら， この 

ことは，一般には成りたたない。次にこのことを見てみよう。

4 - 2 固定資本財をもって生産される財が非基礎財の場合

この場合，上にあげた命題は，一般に成立しない。 この理由を吟味し，修正した形で命題を提示 

しょう。

固定資本財を投入して得られる財が非基礎財のとき， この財の生産条件は， 自分自身の価格に影.
(20)

響を与えるが，他の基礎財の価格決定には， （賃金率単位ではかって）影響を与えない。更に，禾y潤率

が与えられた時，基礎財を単位としてはかった賃金率は，非基礎財の生産条件に依存せずに決定さ 
(21)

れ，非基礎財生産過程は，基礎財生産過程で決められた賃金率を， ただ受け入れざるを得ない。す 

なわち，非基礎財の生産条件は，基礎財単位ではかった要素価格曲線の形成に，本質的にはなんら 

影響を与えないわけである。 仮定より， 固定資本財を生産に用いるのは， 第"産業のみであるか 

ら， この固定資本財の耐久期間の決まり方いかん !̂とかかわらず, 要素価格曲線は，1 本しかひけない 

ことになるであろう。つまり， こ の 1 本の要素価格曲線そのものが，要素価格フロンティアになる 

のである。 したがって，要素価格フロンティアを構成する曲線に対応する耐久期間は，任意であり 

うる。すなわち， 0 年 か ら r 年までのあらゆる年限が可能になるわけである。いいかえれば， N3 

は，競争均衡の基本性質N 1 と同等ではない。 N 3 は， N 1 の必要条件ではあっても，十分条件と 

はなり得ないのである。 このようにして，耐久期間決定の原理として， N 3 は，不適格なものとな 

るのである。 しかしながら，後に詳しく示すように， N 3 に 若 千 の 正 を 施 す な ら ば ，それは，競 

争均衡の基本性質N 1 と同等になり，基礎財，非基礎財の区別にかかわりなく，耐久期間決定の原 

理として有効となるのである。

そのことを示す前に， N 2 について吟味して見よう。

まず，我々が扱っている体系では，固定資本財をもって生産される財が非基礎財ならば， この固 

定資本財も必ず非基礎財となることに注意しなければならない。 なんとなれば， この固定資本財が 

用いられる産業は，第 " 産業のみであるという仮定から， この第" 財が非基礎財ならぱ，非基礎財 

の生産過程のみに入る固定資本財は，やはり非基礎財だからである。

そこで，次のようなケースを考える。すなわち，固定資本財をもって生産される財〔第《財）力;， 

新 固 定 資 本 財 （第 " 一1 財）の生産過程に，直接にも間接にも入らない場合である。 この場合，第 n 

財 も 第 " 一1 財も非基礎財であるが，その立場には違いがある。 つまり， 第 W— 1 財 は 第 "財 の 生

注 （2 0 )仮定により，他の第" 一1財，第 " 財を除くあらゆる財は，基礎財である。

(21) Sraffa〔7〕p. 8 (邦訳 p .11参照)。
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産に用いられるが，第 " 財 は 第 ；I一L 財の生産に，直接にも間接にも用いられないために， 第 》財 

の価格は，第 " 一1 財の生産条件に依存する一方， 第 《— 1 財の価格は， 第"財の生産条件からは 

独立となるのである。 したがって，耐久期間の決まり方は，第 " 一1 財，すなわち新固定資本財の 

価格に全く影響を与えないことになるであろう。 しかるに，耐久期間がの場合の固定資本財の年 

費用の現在価値の総和C r は，新 固 定 資 本 財 の 価 値 • か*-1 に等しい。いま，p n - lの値は， 

r の決まり方から独立であるのだから，結局，任 意 の r 0 = 0 , 1 , . . . . . . . ア）について，

Cr ニ fin-1, n • />n-l=COnStailt,

つまり，耐久期間の決まり方にかかわらず，年費用現在価値の総和は，一定不変である。 したがっ 

て， N 2 は，競爭均衡の基本性質N 1 と同等とは言えないのである。

しかし， もし第" 財 が 第 《_ 1 財の生産に入るならば， 耐久期間の決まり方は， 第 》 I 財の価 

格に影響を与え， したがって， C r の値も耐久期間に応じて変わることになるであろう。 したがっ 

て， この場合には，N 2 はなお競争均衡の基本性質を備えているということができるのである。 

さて，再び， N 3 に戻り，それを次の形に修正してみよう。

N 3 ' 利潤率が各部門で均等で， しかも与えられたとき， 選ばれた耐久期間に対応する賃金率 

i t , 第 " 財ではかって，他のいかなる耐久期間に対応する賃金率より小さくならない。

こう修正した場合，第 " 財が非基礎財であっても， な お N 3 'が競争均衡の基本性質N 1 と同等で 

あることが示される。すなわち

命題2 N 1 と N 3 ' とは同等である。

註 明 第 《財が基礎財のとき，命 題 1 から明らかである。それが非基礎めとき，賃金単位ではか 

つて，第 し 〜 ，" 一2 財の価格は，耐久期間のとり方によらない。 よって 

P* さP ^ p l  ニ 0  = 1 , ……，《-2 ) , p*-l^p.-U pt^pn 

_ である。そして， となる力;， これは，第 " 財ではかった賃金率が，他のいかなる耐久 

期間に対応するものよりも小さくないことをポす。逆に， さ乂* のとき，P* ̂ p n だから， 

(1)の 最 後 の 式 よ り ょって, P*^Po  (証明終）

4 - 3 競争均衡の第4 の性質

今まで競争均衡の性質として述べてきたことは，すべて，新固定資本財並びに非耐久財の値格な 

いしは， それらの価格ではかった賃金率についてであった。 では，古い固定資本財の価格について 

は，何が言えるであろう力、。そこで，次のような性質を考える。

N 4 利潤率が各部門で均等で， しかも与えられたとき，選ばれた耐久期間に対応する古い固定
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資本財の価格は，任意の新固定資本財並びに非耐久財，或いは賃金率を単位として，非負 

である。
(22)

このとき我々は， N 4 が競争均衡の性質となることを示すことができる。

命 画 3 N 1 と N 4 とは同等である。

SE明 競 争 均 衡 で 選 ば れ る 耐 久 期 間 を T、 それに対応する価格をP * = (が=,……’ i> t ) とし， 

それ以外の任意の耐久期間をで, それに対JtSす る 価 格 を か ，……，か0 とする。 又 r に 

対応する賞金率をM；*, r に対応する賃金率をM；とする。 このとき，（5)'と(8)より 

w K l+ r：)L LB -C l+ rM l-^a l+ h]

—pn {bn 一 (1 +r)c»n 一 (l+^*)^<Zn IB  —(1 + V)A\

となる。 よって
\Jr

(M) W =  pn • ~^r 

を得る。 ところで， tt(Jより

^  W*-P*n • I ニ^ ^  • ロ 1- , か̂ + l ひ= 0 , 1 , ……，T - 1 )

となる力;，任 意 の r < r について，（W)を⑩に代入すると0 = 《とおいて）
* pt A P + 1 1

となる。 よって

^ さ^  さ0 0 = 0 . 1 , ……， r 一 1)

となる。 よって， N 3 '< ^ N 4 。 よ っ て N l< = キ N 4 である。

(証明終）

5 む す び

上に行なってきた議論からわかる通り， 固定資本財をもって生産される財が基礎財の場合には， 

競争均衡の性質として挙げたN1〜N 4 の 4 つのものが同等であることが保誰されている。 しかし 

ながら，一般には，そのことは成立しない。すなわち.固定資本財をもって生産される財が非基礎 

財の場合， N 1 と同等なのは，N 3 'と N 4 であって，一般には，N 2 と N 3 は，読争均衡の基本 

性 質 N 1 と同等とはいえない， ということがわかったのである。 このように， 固定資本財を含む 

体系においても，非基礎財が存在する場合には，そのとり扱いに微妙な差違が生じることになるの

注 （2 2 )以下の証明のアイデアは，Baldone〔1〕によろ。
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である。

さて，最後に,'-非基礎財の位置づけについてふれて，本稿を閉じることにしたい。

リカード体系における賃金財と奢侈財との区別の類推から，スラッフア体系における基礎財を賃

金財，非基礎財を奢侈財とみなす場合がたびたびある。 しかし， これは，誤解を招きやすい解釈で

ある。確かに，スラッフアS 身も，非基礎財と奢侈財とを同一視するような言葉の使い方をしてい 
(23) (24) .

るが，別の筒所で述べているように，非基礎財とリカードの奢參財とは必ずしも一致しない。非基

礎財と呼ばれる財は，必ずしも賛沢品ではないのである。基礎財，非基礎財の区別は，単に財が投

入物としてあらゆる財の生産にかかわるか否かという技術的な区別による。 したがって，労働者の

賃金バ ス ケ ッ ト に 入る財の多く力;， 非基礎財となる可能性が出てくるわけである。穀物は， リカー

ド体系では貢金財として扱われたが， スラッフア体系では，非基礎財として扱われる可能性が大き

いのである。

その名のゆえに重要でない財のごとく扱われ，その存在が特殊な場合とみなされることの多い非 

基礎財は，実は，極めて多く見出される財であり，労働者の貢金バ ス ケ ッ ト に 入ることによって， 

枢要な役割を果しているのである。

このことからして，本稿の扱ってきた問題は，決っして範囲の狭い問題ではないと言うことがで 

きるであろう。
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